
中国･東南アジア・ビジネス支援をお手伝いします 

 

八尾商工会議所と大阪シティ信用金庫は 

下記コンサルティングメニューをラインアップし  

お客さまの海外進出をご支援いたします  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八尾商工会議所・大阪シティ信用金庫にご相談ください 

 

（お問い合わせ先） 

八尾商工会議所 中小企業相談所 

TEL：072-922-1181   FAX：072-922-8828 

e-mail：shien_g@yaocci.or.jp 

 

 

  

 

海外業務支援部
香港駐在員事務所
上海駐在員事務所
バンコク駐在員事務所
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•視察団の受け入れ

•現地生産拠点の設立手続き等

•現地生産拠点での機械及び部

材調達

•現地生産および品質管理

•海外での販売拠点支援

•海外での複合一貫輸送支援

•海外でのOEM生産

（量産品・サンプル品）

•マーケティングリサーチ

•現地情報等の提供

（法務・財務・行政・商標権）

•決算実務アドバイス

•節税対策支援

•中国株等への投資運用ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

•M＆A

•人材育成（トレーニーの受入等）

•各種セミナー、講演会への参加

•展示会事業

•バイヤー招聘事業

コンサルティングメニュー

アドバイザー（中国）

海外派遣 職員 シティ信金中国・東南アジア経営者協議会

＜ 中国・東南アジア・ビジネス支援ネットワーク ＞

バ ン コ ッ ク 銀 行
交通銀行 （上海）
中 国銀行 （北京）
インドネシア国際銀行
ベトナム投資開発銀行

信金中央金庫提携先

大商海運 株式会社

東京ｾﾝﾁｭﾘｰﾘｰｽ株式会社



年  月  日 

八尾商工会議所 御中 

 「中国･東南アジア・ビジネス支援」相談申込書  

 私は、下記の「“中国･東南アジア・ビジネス支援”相談申込書に関する重要事項」に同意のうえ、
八尾商工会議所を通じて、貿易投資等の相談を申し込みます。 

〈申込者（日本法人）〉 ※以下の太枠線の内容をご記入ください。 

(フリガナ) 業種・事業内容※ 

会社名 
 

印 

 

住 所 〒 担当者（部署/役職/氏名) 
 
 

 

設立時期（西暦) 資本金 年商 従業員数 
年  月 百万円 百万円 人 

電話番号     ‐    ‐ http:// 

FAX 番号     ‐    ‐ e-mail                      @ 

 ※ 会社案内等の説明資料があれば適宜添付してください。 

〈相談内容〉 ※以下の太枠線の内容をご記入ください。 

 対象国 

 

地域 

 

 過去の利用実績 

  □ なし  □ あり（  年  月) 

 相談希望日時   (第一希望)   月   日 午前・午後   (第二希望)   月   日 午前・午後 

 相談事項  □ 貿易相談  □ 海外進出の検討  □ 海外進出後の事業経営  □ その他 

 貿易取引経験（委託加工を含む） □ あり □ なし  

 海外拠点の有無 □ あり □ なし（「あり」の場合は<申込者海外拠点概要>へご記入ください。） 

（背景・動機等も含めた具体的内容)   ※ 記入欄が不足する場合は適宜用紙を追加して下さい。 

 

 

 

 

 

 

☐別紙利用の場合はチェック願います。 

〈申込者海外拠点概要〉 

現地法人名（現地法人の場合のみ）  業種・事業内容 

住 所 

設立時期（西暦) 

年  月 

資本金 

百万円 

年商 

百万円 

従業員数 

人 

電話番号      ‐    ‐ http:// 

FAX 番号      ‐    ‐ e-mail                       @ 

〈“中国・東南アジア・ビジネス支援”相談申込書に関する重要事項〉 
 

 

 

 

 

 

 

 当社は、八尾商工会議所（以下「当所」という。）、大阪シティ信用金庫（以下「金庫」という。）及び株式会社大阪シティ

総合研究所が申込者に関して得た非公開情報（個人情報を含む。）を“中国・東南アジア・ビジネス支援業務”に必要な範

囲内で利用することに同意します。利用範囲は、以下の共同利用または第三者提供が含まれます。 

 共同利用とは、当所、金庫および支援機関等において、それぞれが得た非公開情報をその相互間で共有することを言います。 

 支援機関等とは、当所、金庫が連携する金融機関、商社、弁護士、会計士、コンサルタント、翻訳業者、輸出入業者、旅行

業者および開発区担当者等の海外事業を支援する機関（個人を含む。以下同じ。）ならびに申込者の事業の取引相手方とな

り得る者を言います。 

 第三者提供とは、当所、金庫が申込者に関して得た非公開情報を貿易投資相談への利用を目的として、支援機関等へ提供す

ることを言います。 


